







は、2014 年 5 月時点で約 25 万人となっている。
このうち約 2 割に相当する約 5.3 万人が、県外



















































　　　　　　Tel:028-649-5174,  E-mail wakana@cc.utsunomiya-u.ac.jp
1 栃木県の場合は、県が福島県やNPO他関係諸機関と協働で設立した「とちぎ暮らし応援会」がアンケート送付を協力した。









































表 1．福島隣県 5 県における自治体関連の広域避難者アンケートの種類 







②2012 ①2012/8 2012/8 2012/7-9  







②2012 ①2012/12 2012/12 2012/12  
③2013/10 ③2013/4 ②2013/12  

























































35.1% 27% 35.3% 
注：山形県のアンケート調査は、インターネット公開されている 2011 年、2013 年のものを参照としている。 













表 2． アンケート調査結果の概要 
① 出身地域：警戒区域等内外が混在 
 各県とも警戒区域等内外から避難がある。その割合は県






















④ 避難元との往来 ：頻繁な往来 
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